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キャリフォーニア州における集団少額訴訟について
一現代型訴訟と少額訴訟手続との接点、ー＊ 1 
角森正雄
現代型訴訟と少額訴訟手続
ー キャリフォーニア州における集団少額訴訟
一 集団少額訴訟の意義と問題点
現代型訴訟と少額訴訟手続
新民事訴訟法が成立し 1998年（平成10年） 1月1日から施行されることに
なった。注目すべき様々な改正の中で，少額訴訟手続が全く新たな制度として
市民の積極的な利用を待っている＊ 20 少額裁判所が消費者金融の取立機関とな
り，第2の簡易裁判所になるのか＊ 3，あるいは，市民に親しまれる聞かれた裁
* 1 本小稿は平成8年度文部省特定研究『現代型訴訟に関する総合的研究』（研究者代表・
吉原節夫・富山大学経済学部経営法学科 1997年）所収の論文「現代型訴訟と集団少額訴
訟手続について」を，その後の文献と判決例を参照しながら加筆したものである。
* 2 新法全体の概略について，中野貞一郎『解説新民事訴訟法』（有斐閣， 1997年），およ
び同書に挙げられた文献参照。
*3 もっとも，最近の簡易裁判所内の改革はめざましい。平手勇治判事・他『少額事件の
簡易迅速な処理に関する研究』司法研究報告書第42巻第1号 (1990年），『特集・利用しや
すい簡易裁判所一簡裁方策案をめぐって』判例タイムズ800号 (1993年）所収の諸論文他，
東京簡易裁判所市民紛争事件担当者会議「東京簡易裁判所における市民紛争事件処理の実
験」判例タイムズ911号（若生蔚美判事による1997年度第67回民事訴訟法学会における同名
の報告が注目された）参照。集団少額訴訟の問題は，我が国の簡易裁判所の管轄に関して
も検討されるべきであろう。
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判所となるのか，運用面次第ではどちらの方向も可能で、ある。そのためには，
どのような理念に立って少額裁判所を運営すべきかの基礎的な考察と，具体的
な運用の手続案の提示が不可欠である。この点で，既に長い歴史を有するアメ
リカ合衆国の諸州の少額裁判所の運用を参考にし また そこで問題となって
いる課題を知悉することは有用であろう判。
ところで新民事訴訟法は 証拠法や，選定当事者制度を改正し，大規模訴訟
に関する特則等の新たな規定を設けたが アメリカ合衆国のような広範なデイ
スカバリー制度やクラスアクション制度を導入することはなく，公害・環境・
薬害等の現代型訴訟＊ 5に対処しうる抜本的な制度改革は行わなかった。したがっ
て，そのような現代型訴訟に対する手続上の適切な対応は学説と実務・判例に
引き続き委ねられたことになる。
*4 アメリカの少額裁判手続については，小島武司「少額請求訴訟の本人処理Jr迅速な裁
判』（中央大学出版部， 1987年）所収棚瀬孝雄『本人訴訟の審理構造J（弘文堂， 198昨），
伊藤虞「少額裁判手続の比較法的研究一両カンザス市（カンザス州およびミズーリ州）を
材料として一」判例タイムズ555号 (1985年） 16頁以下，生活紛争処理研究会（代表者新堂
幸司）『米英における小規模紛争処理実態調査報告書j（有斐閣， 1986年）他，既に多数の
文献がある。なお，新法改正要綱試案時における論点については，小島武司「少額訴訟手
続の創設（上）（下）jNBL573号 (1995年） 27頁， 574号52頁。成立後の論点については川
嶋四郎「少額訴訟手続の基礎的課題と展望」ジ、ユリスト1098号 (1996年） 93頁以下が詳し
い。また，本論文で扱うキャリフォーニア州における少額裁判手続については，大鷹一郎
「アメリカにおける少額裁判手続について（ー）」法曹時報47巻8号（1995年） 57頁，特に6
4頁以下に，その概要と詳細な実態調査報告がある。
* 5 いわゆる現代型訴訟にどのような訴訟類型を含めるかは論者により異なるが，次のよ
うな特徴があることは異論がない。①当事者の多数性，②事実認定の困難性，③適用法規
の複雑性と新たな権利の創造，④当事者の武器不平等，⑤裁判の波及的効果と政策形成機
能（渡部保夫（他）著『テキストブック・現代司法・第3版』（日本評論社， 1997年） 245 
頁以下［吉野正三郎執筆］参照）。本稿で問題となるのは特に①と⑤についてであるが，②
と③も重要な論点となる。なお，田中成明「現代社会と裁判J（弘文堂， 1996年），特に同
第4章「現代型訴訟と政策形成機能」が最新の文献である。
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この論文において アメリカ合衆国キャリフォーニア州少額裁判所＊ 6の近時
の注目すべきー側面 現代型訴訟を少額裁判所に提訴する集団少額訴訟につい
て検討し，現代型訴訟と少額裁判手続という一般的には対極に位置するものと
考えられているこつの訴訟手続の接点を探り（二），日本の少額訴訟手続にお
いても課題とすべき問題点を提示したい（三）口
ニ キャリフォーニア州における集団少額訴訟
1 ）サンフランシスコ空港集団少額訴訟事件＊ 7 
1981年9月，サンフランシスコ国際空港の近隣の住民172名が航空機騒音と
大気汚染によるニューサンスを理由として，サンフランシスコ市を相手取って
各自750ドルの損害賠償請求をサンマテオ郡少額裁判所に提訴した。少額裁判
所は賠償責任の有無についてのみ併合審理を行い， 5日間の事実審理を経て，
原告116名につき請求額全額，合計87,000ドルを認容した。キャリフォーニア
州法によれば，自治体を訴える訴訟の出訴期限は100日であることから， さら
に， 182名の住民が各自750ドルの少額請求を 9月に提訴し，翌年3月には法改
*6 本論文で検討するキャリフォーニア州少額裁判所における集団少額訴訟は，州民の要
望に応えるべく法改正を繰り返しながら年々活性化している州少額裁判所のー側面にすぎ
ない。 1993-1994会計年度中の州内少額裁判所の受件数は439483件にのぼり，州消費者問
題部の最近の調査によれば，原告の内訳は，業者46%，個人22%，官庁10%，医者・医療
法人7%，不動産賃貸人5%，不動産賃借入4%，被告の内訳は，個人約60%，業者約27
%，不動産賃借入約5%，不動産賃貸人約4%となっている。 CaliforniaDepartment 
of Consumer Affairs, infrαnote 29, at ii, 1. 
*7 以下の叙述は，本事件について，本件の裁判資料，当時の新聞記事，及び当事者・弁
護士等訴訟関係者から直接聴取した資料に基づいて論述する次の二人の弁護士の論文に拠
る。 A.D.Freemannand J.Farris, Grαssroots Impαct Litigαtion: Mαss Filing of 
Smαl Claims, 261 University of San Fransisco Law Review(U.S.F.L.Rev.) 
26(Winter 1992) 
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正で少額裁判所に提訴できる金額の上限が引き上げられたため，各自1,500ド
ルの賠償請求を100名を越える住民が提訴，同年8月には第 4次として，同じ
く1,500ドルの損害賠償請求を提訴した。第2次と第3次を合わせて各自2,250
ドルの賠償請求が認容され，第 l次と合わせてサンフランシスコ市に対する賠
償請求認容額は総額30万ドルを越えた。
提訴当時，少額裁判所にこのような大規模公害紛争を，しかも集団で提訴す
る例は特異でありマスコミなどに注目されたが，被告側も様々な対抗手段を取っ
た。まず，サンマテオの住民がサンフランシスコ国際空港を被告としてニュー
サンス訴訟を提起することを 2年間禁止する旨の特別立法を議会で通過させた。
その一方で，少額裁判所は本件のように問題が複雑で集団的な紛争については
管轄権がないとの異議申立てを行ない 最後に少額裁判所の判決を不服として
サンノゼ上位裁判所に控訴した。
管轄権の争いについては サンマテオ郡上位裁判所は被告側の異議申立てを
却下し，上訴審の州控訴裁判所もこの決定を支持した。少額裁判所に管轄権を
与えている少額minorという用語は請求額の金銭額についてのみ規定しており，
事件における法律上の複雑性とは関わりないこと 集団で請求することについ
ては，合衆国憲法修正第 1条が保障していることが主な理由であった 0*8
キャリフォーニア州法では少額裁判手続の控訴審は覆審であり，一審と同じ
手続をもう一度やり直すものであり また 陪審審理と弁護士代理も許されて
いる＊ 90 しかし，控訴審においても被控訴人の住民は法廷において弁護士を立
てず，本人訴訟を貫徹した。 4日間の事実審理を経て，陪審はサンフランシス
* 8 City and County of San Francisco v. Small Claims Div.,190 Cal.Rptr. 340 
(1983). 本判決の要約については川嶋・前掲（注4)101頁参照。なお，本判決は，原告
らが法廷外において弁護士から法的なアドバイスを受けているとの被告側の異議申立てに
つき，少額裁判所においては法廷に弁護士が出廷することを禁じているが，審理前に法的
なアドバイスを受けることを法はむしろ奨励していると述べている。
* 9 大鷹・前掲（注4)65頁以下参照。
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コ市勝訴の逆転評決を下した。しかし，この第 1次の訴訟の判決の効力は他の
第2次，第3次の裁判には及ばないので，それらのうち和解交渉に応じなかっ
た全体の 4分の 3の住民は控訴審においても勝訴することとなった。
第1次の提訴後2年を経過した1983年の夏，住民は空港と和解交渉に入り，
1985年1月には，サンフランシスコ国際空港は，国内においてももっとも厳格
な騒音規制が謀せられた空港となった。なお，住民と国際空港の間で繰り広げ
られた一連の裁判上の争いにおいて，被告市側が支払った弁護士費用は80万ド
ルもの高額に達した一方で 原告側はわずか1万2' 3千ドルの費用で裁判を
闘ったのである。
2 ）サンフランシスコ空港集団少額訴訟の意義
a）少額裁判を選択した理由 原告住民が騒音等公害問題の解決方法として数
多い選択肢の中から少額裁判所を選んだ理由は明白であった。
住民集会，請願，州議会議員への働きかけ，デモなど，あらゆる政治活動を
尽くしても騒音公害の防止を求めることができなかった住民が訴訟による解決
を求めようとしたとき，ロサンゼルス国際空港に対する近隣住民のニューサン
スによる損害賠償請求を認容した州最高裁判所の判決＊10が下されたところであっ
た。ところがこの画期的な判決が1980年に確定するまで住民は実に13年の歳月
と20万ドルを越える弁護士費用を必要としており，サンフランシスコの住民に
はそのような時間と費用を掛けて訴訟を追行する余裕はなかったのである。
一方，少額裁判手続は，金銭賠償請求に限られ（差止請求は少額裁判所には
* 10 Greater Westchester Homeowners Ass’n v. City of Los Angels, 603 P. 2 d.
1329 (Cal.1979）.本判決については，綿貫芳源「アメリカにおける航空機騒音による被害
の司法的救済に関する判例法」筑波法政第1号 (1978年） 28頁以下，アメリカ合衆国の航
空機騒音公害訴訟一般については 藤田勝利「アメリカの状況から見た大阪国際空港訴訟
大法廷判決j判例時報1025号31頁が詳しい。
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提訴できない），さらに当時上限750ドル＊1の請求額の金額制限があったものの，
少額の金銭請求を反復的に＊12 かつ，集団で提訴することを禁じる実定法上の
制限条項が無かった＊13のである。また，事実審理の複雑化を避け，鑑定費用を
節約するため＊14，原告住民は損害の範囲を騒音と大気汚染のニューサンスによ
る損害にとどめ，土地の財産価値の減少に対する損害賠償は請求しなかったの
である。
b）集団少額訴訟の意義 このようにして原告住民は廉価・迅速・略式の紛争
解決を求める方法を選んだのであるが，住民の選択した少額裁判が，本件公害
紛争において果たした役割をどのように評価しうるであろうか。
判決の結果を見れば 原告住民は第 1次訴訟については少額裁判所では勝訴
したものの，控訴審陪審裁判において敗訴し，第2次訴訟以降の控訴審裁判で
は一部の原告が勝訴したにすぎない＊150 しかし他方では，サンフランシスコ国
際空港の騒音規制の強化という金銭賠償に勝る成果を上げており＊16，裁判の結
果のみをもって本件少額訴訟を適切に評価することはできないであろう。
この訴訟の経緯を詳細に調査した弁護士AndrewD. FreemannとJuliE. Far『
risは，同時期に行われたキャリフォーニア州内の二つの空港騒音公害訴訟，
*11 後に上限1500ドルに改正され，現在，上限5000ドルである。 CAL.Crv. PROC. CODE 
§ 116.220. 
* 12 空港騒音が継続的ニューサンスであり，騒音が防止されるまで空港を提訴しうること
は前掲・注10,Greater Westchester Homeowners Ass’n v. City of Los Angels 
判決が示唆していた。
* 13 このことは前掲・注8,City and County of San Francisco v. Small Claims 
Div判決により認知されることとなる。
* 14 A.D.Freemann and J.Farris, suprαnote 7 , at265. 
* 15 いかなる理由に基づき請求認容 あるいは棄却評決が下されたのかはさらに検討すベ
き問題であるが，これらの点は前掲・注7の論文では触れられていない。
* 16 ただし，この成果が訴訟の直接的効果ではなく，また，訴訟以外の様々な諸要因に基
づくものであることは否定できない。
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上記ロサンゼルス空港訴訟とサンノゼ空港訴訟とを比較して，以下の諸点がサ
ンフランシスコ集団少額訴訟において勝っていたと評価する＊ヘ
第 1に，原告住民が訴訟の勝敗結果とは関わりなく裁判自体に満足している
ことを利点として挙げる＊ヘ通常訴訟で要請されるような厳格な証拠法則に拘
束されることなく 略式の少額裁判手続を選択することによって，本人訴訟と
いう形態を採ることが可能になり，原告住民が訴訟に積極的に関与しえたこと
がその原因であるとする。
これと対照的にサンノゼ通常訴訟では厳格なデイスカパリ一手続を被告側弁
護士から突き付けられた結果 250名のうち実に半数以上の原告が訴訟中に脱
退したのである。
第 2に，空港騒音の低減という訴訟の本来の目的に最も効果的であったこと
を指摘する。そして その要因として サンフランシスコ訴訟が本人訴訟で、あっ
たこと，さらに，少額裁判であったことの二点を挙げる＊ヘ
弁護士代理訴訟の場合，弁護士は，自らの弁護士報酬額に結びっく金銭賠償
判決に訴訟の焦点を置き 騒音の低減という 訴訟の当初の目的は二の次にな
る。確かに，他の二つの通常訴訟は，個々の原告の請求認容金額においてサン
フランシスコ訴訟より勝っていた。しかし 空港騒音規制を監視する市のパネ
ラーに加わることができたのはサンフランシスコ訴訟の原告住民だけであった。
* 17 前述のように，ロサンゼルス空港訴訟は， 1974年，逆収用法の指導的弁護士で、あるGe-
raid Fademが主導したもので， 800人以上の原告が当初からクラスアクションではなく
通常共同訴訟として提訴し， 1976年に勝訴， 1980年に勝訴が確定した。最後まで原告とし
て留まった41名にたいして総額27万5千ドルの財産的価値の減少に対する損害賠償金と， 1
0万ドルの精神的損害にたいする賠償金が支払われた。サンノゼ空港訴訟は， 1974年にクラ
スアクションとして提訴されたが，クラスの証明がないとして訴えが却下された後，改め
て通常訴訟として250名が提訴し， 6年間で5万ドルの弁護士費用を費しながら空港側と各
人1500ドルの和解が成立して終わったという。
* 18 A.D.Freemann and J.Farris, suprαnote 7 , at273, 274. 
* 19 Id, at 275, 276. 
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一方，本人訴訟は弁護士代理訴訟と比べて，法律知識の豊富さや，陪審員選
任手続・証拠調べ等の法廷技術において明らかに不利益であるが，法廷外にお
いて弁護士の適切な指導があれば，必ずしも訴訟の主導権を弁護士に渡す必要
はない。
それどころか本人訴訟を追行することにより，法廷という法システムの中で，
コミュニティーを組織し，また 強化することができる。これは弁護士代理訴
訟にはない利点である。住民原告は法廷の場で自らの不満を自分自身で語りな
がら闘うことができたのである。このことが空港側がサンフランシスコの原告
住民を尊重する機縁となり 空港騒音問題を監視するラウンドテーブルに住民
を加えるに至ったのであるという。
また，集団的少額裁判手続を選択した結果，クラスアクション手続と同様の
効果，すなわち請求の集団化による原告の経済的政治的影響力の増大，それに
反比例した手続に要するコストの減少という効果をもたらした。さらに，その
ような効果に，少額裁判手続の迅速性・廉価性・簡易性のメリットが加わった
という＊ヘしかも，騒音公害訴訟の場合，金銭賠償に限定されるという少額裁
判の短所は，賠償請求を反復して提訴することによって回避できたのである＊ヘ
3 ）その他の集団少額訴訟事件
現代型訴訟を少額裁判所に集団で提訴したサンフランシスコ空港訴訟は，特
* 20 Id at 277 278. 
*21 なお，他の二つの訴訟のように，逆収用請求を少額裁判手続きで提訴することはその
証明の困難性，複雑性，多額の鑑定費用の必要から，前述の上位裁判所判決にもかかわらず，
事実上困難であり，サンフランシスコ訴訟ではニューサンスに基づく人的損害の賠償請求
に限定している。しかし 逆収用請求を主要な請求として立てたロサンゼルスとサンノゼ
の訴訟は，そのためにクラスアクション手続を取ることができず，さらに，裁判の長期化，
弁護士費用・鑑定費用の増大を招来することになった。
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異な例として止まらず，集団少額訴訟の嘱矢となり，この訴訟に啓発されて数
多くの集団少額訴訟が提起されている。
a）アパートの賃借入が麻薬製造販売に関わり，そのために迷惑行為と暴力事
件にさらされているとして，他の賃借入と近隣住民が，アパートの家主に対し
てニューサンス訴訟を少額裁判所に提起した事件が数多く報告されている。
1991年，近隣の賃借入が麻薬取引を行っていることに対して家主や警察，警備
会社が有効な手だてを取らないために，それぞれ15名から67名までの住民のグ
ループが集団で家主を被告として，キャリフォーニア州内の少額裁判所に提訴
した。そして，少なくとも 5つの集団少額請求事件において，少額裁判所（お
よびその控訴裁判所）は，麻薬取引に起因する犯罪と騒音は少額裁判所に提訴
しうるニューサンス事件であるとの判断を下し，各自5,000ドルを集団で請求
した51名の原告団に対して，総額164,250ドルの損害賠償請求を認容している。
その上，この判決が機縁となって麻薬取引業者の立ち退きという成果まで勝ち
得ている＊幻
b）最近では， 14名の市民が，デモ行進中に放火未遂罪の嫌疑で警察官に違法
に逮捕され， 2日間拘禁されたとして， 3名のサンフランシスコ市警察官を相
手取り，各自1,000ドルの損害賠償請求を同市の少額裁判所に提訴し，原告側
が勝訴した事件が報告されている＊ヘサンフランシスコ空港集団少額訴訟の影
響は，公害といった古典的なニューサンス事件を越えて，新たなニューサンス
*22 A.D.Freemann and J.Farris, suprαnote 7 , at279, 280. 
* 23 Keith Donoghue, Protesters' Shortcut to Justice, THE RECORDER, San 
francisco Edition, Sep. 24. 1996, at 1. サンフランシスコ市では，このような警察官
とデモ隊との衝突による紛争が通常裁判所に持ち込まれる例は稀ではないが，少額裁判所
に提起されたのは初めてであるという。なお，ロサンゼルス市では数年前から同種の少額
請求訴訟が提起されているが，原告に法律上のアドバイスした弁護士によれば原告敗訴判
決の方が多いようである。
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事件や公民権事件にまで及ぼうとしている＊24
c）以上の例やサンフランシスコ空港訴訟事件では，少額裁判所において，原
告が被告の不法行為責任と原告の損害額を証明し 裁判官が事実認定するのは
比較的容易であろうが，少額裁判所の法廷に人権論争や社会政策論争という困
難な問題を持ち込まざるを得ないケースも生まれている。 1996年9月，キャリ
フォーニア州ローズピル市裁判所少額請求事件部（SmallClaims Division of 
Roseville Municipal Court）に51名の住民と商店主が，地元のカトリック教会
助祭を相手取り，ニューサンスを理由に各自5,000ドル，総計255,000ドルの損
害賠償請求を提起した事件が注目を集めた＊250 古くから合衆国西海岸の鉄道の
要所であるローズピル市は，鉄道を降り立った短期滞在者の数多くがそのまま
市内地域にホームレスになるという問題に長年悩まされ続けている。 1984年以
来，地元の教会を中心とする慈善団体が， 100名以上のホームレスや生活困窮
者たちに，毎日，無償で食事を施すボランティアをしているが，その慈善事業
を行っている町の一角に多くのホームレスが集合することになり，土地不法侵
入，窃盗，住民の敷地での排尿排便といった迷惑行為が頻発し，通りの商店主
も顧客を失うといった不満が住民から挙がっていた。 1994年，市が中心となっ
て住民，商店主，慈善団体等が加わったホームレス・フォーラムという委員会
が設立され，ホームレスのためのシェルター建設や職業訓練といった問題解決
の方策が探られたが，話し合いは決裂して少額裁判所に提訴という手段が取ら
*24 ちなみに，現在，サンマテオ少額裁判所のインターネットのホームページには州，郡，
市を被告とした場合の手続についての説明が掲載されている（http://
www .co.sanmateo.ca. us/smlclaims. dir/suegovt.htm）。
*25 以下の叙述は次の地元新聞の各記事に拠る。 ArtCampos, Homeless Dining 
Room Tαrget of Suits, SACRAMENT BEE, Sept. 7, 1996, at B 1 ; Art Campos, 
Roseville' s耳目fortsto Solve Homeless Problem Stymied, SACRAMENT BEE , Sept. 
16, 1996, at B 1 ; Art Campos, Roseville Judge to Probe Meαls-pro grαm 
Dispute, SACRAMENT BEE, Oct. 28, 1996, at B4. 
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れたのである。慈善事業の場を提供している被告助祭は，この訴えに対して，
本訴は少額裁判所で通常争われている紛争と比して問題が複雑であり，郡上位
裁判所の通常訴訟手続で審理されるべきであるとの異議を申立て，さらに，被
告の行為はニューサンスにあたらないとの宣言判決を求める訴えを上位裁判所
に提起した。ところが，少額裁判所の管轄権の争いについて市裁判所裁判官に
よる審理が終わり 裁判所による判断が下される直前に当事者双方が訴えを取
下げ，紛争はひとまず少額裁判所の場から離れることになった＊260 しかし，ホー
ムレスという，現在，キャリフォーニア州のみならず合衆国全域で問題となっ
ている社会福祉や社会政策的な問題が絡む まさしく政策形成的な事件叫7が果
たして少額裁判所の管轄の範囲内であるか否かの判断は いずれ近いうちに下
されると思われる。
d）ところで，以上の様々な裁判例のような複雑な問題を含む事件に対して，
少額裁判所が管轄権を有するか否かという問題については 積極に判示した既
述のサンフランシスコ空港事件の州控訴裁判所判決が，キャリフォーニア州公
式判例集に掲載されている唯一の判例であり，州、｜民事訴訟法注釈書等＊
用されるところとなつている D また，少額裁判所の裁判官や少額裁判所の法律
相談員，州政府の消費者問題相談員に対する研修プログラム資料として広く利
*26 その後， 1997年1月に住民45名は，助祭と教会を共同被告として，近隣ニューサンス
による慈善事業の差止めと各自 6万ドルの損害賠償，および財産価値の減少による不特定
額の損害賠償と 5百万ドルの懲罰的賠償を求めて郡上位裁判所に提訴した。 Jon
Engellenner & Art Campos, Neighbors’File Suit αgαinst Roseville Soup 
Kitchen, SACRAMENT BEE, Jan. 7, 1997, at B3. 
*27 ローズピル市住民の訴訟提起とほぼ時期を同じくして，キャリフォーニア州州都であ
るサクラメント市が，市の中心部でやはりホームレスに対して慈善事業を行っている団体
を相手取り，通常裁判所に提訴して問題を投げかけている。 TonyBizjak, Tracing the 
Roots of City’s Lαwsuit, SACRAMENT BEE, Jan. 9,1997, at Bl. 
*28 2 WITKIN, CALIFORNIA PROCEDURE § 288(4th ed. 1996); DEERING’s CODE OF 
CIVIL PROCEDURE ANNOTATED § 116.220(1991) 
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用されている州消費者問題部編集『少額裁判所職員のための消費者法資料集第
l巻：少額裁判所』は，複雑事件の管轄問題について上記の控訴裁判所判決を
積極的に評価しつつ，弁護士費用支払いに必要な金銭を生み出さないような少
額事件は通常裁判所によって解決されるべきものでなく，その一方で，本人訴
訟である少額裁判所では当事者同士の非金銭的な和解に至る可能性があるなど，
少額裁判所がしばしば最善の問題解決をもたらすことがあろうと指摘してい
るホ29
三 集団少額訴訟の意義と問題点
少額訴訟手続の積極的意義とその適用範囲を考察する観点から見て，以上の
キャリフォーニア州の集団少額訴訟はどのような問題を提示しているであろう
か。
1 ）公害，公民権侵害事件，あるいは社会政策に関わる事件を少額裁判所に集
団で提訴することは，アメリカ合衆国の連邦及び州法の通常民事訴訟手続にお
ける多大な費用と時間を要するデイスカパリー制度や陪審制度，高額な弁護士
報酬制度などによる民事司法の機能不全にたいする一時的なバンドエイドにす
ぎず，クラスアクション制度や，デイスカパリー制度などの改善によって，本
来的には通常の民事訴訟手続で解決されるべきであると批判することもできよ
* 29 1 CALIFORNIA DEPARTMENT OF CONSUMER AFFAIRS, Consumer LAW S-
OURCEBOOK FOR SMALL CLAIMS COURT JUDICIAL OFFICERS § 5.5(1996）.なお本書で
は，控訴裁判所判決のうち立てた基準によれば，少額裁判所の管轄の範囲内にあるニュー
サンス事件として，土地利用を物理的に侵害すること，煙，悪臭，粉塵，騒音による土地
の享受の侵害，眺望の妨害，ニューサンスの減少の慨怠等のケースが含まれるとしている。
Id,§ 5.5.また，少額裁判所裁判官のための研修読本も控訴審判決を引用する。 JUDICIAL
COUNCIL OF CALIFORNIA, CALIFORNIA JUDGES BENCHBOOK: SMALL CLAIMS COURT 
AND CONSUMER LAW § 1.6(4th. ed. 1991) 
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つ。
しかし，まさにそのような通常民事訴訟手続では司法制度を利用できず，法
的救済を勝ち取ることができない少額紛争を抱える市民のために少額裁判制度
が創設されたことを忘れてはならない。サンフランシスコ空港訴訟のケースは
この観点から出発していることを示す典型的な例である。クラスアクションや
デイスカパリー制度の改革にも限界があるならば，通常民事訴訟手続の改革と
共に，少額訴訟手続や裁判外の代替的紛争処理制度ADRの活用が積極的に検
討されるべきであろう。
この点で，サンフランシスコ空港の騒音問題を少額裁判所に提訴する際に住
民に対して多くの教示を与えた ’Do Your Own Law，の主導者である弁護士
Ralph Warner自身も，地域的な問題を集団少額訴訟において解決することを
評価しつつ，より柔軟で効果的な地域的紛争解決制度の創設を提案しているこ
とが注目される＊300 
2 ）また，住民が空港に対してニューサンスによる損害賠償請求権を行使しう
るとしたロサンゼルス空港民事訴訟判決が既に下されていたために，サンフラ
ンシスコ空港集団少額訴訟が華々しい成果を上げることができたことは疑う余
地はなく，ここに集団少額訴訟の一つの限界を見ることができょう。
空港騒音公害といっ点でサンフランシスコ空港訴訟と類似した大阪国際空港
騒音公害訴訟に，原告訴訟代理人として終始関与した久保井弁護士は，公害訴
訟における民事訴訟の意義とADR（ここでは公害等調整委員会）の限界につ
き，裁判は公開の法廷で国民やマスコミの監視の下で本格的な証拠調べを行い，
一人一人の証言を認定するものであったからこれにふさわしい救済が与えられ
* 30 RALPH WARNER EVERYBODY’S GUIDE TO SMALL CLAIMS COURT § 7:5(Natinal 
6th ed.1995,California 12th ed.1996). なお，同書第S版の邦訳として比較法研究セン
ター監修『アメリカ少額裁判所.I（ジャパンタイムズ， 1992年）がある。
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たのに対して，調停は，単に裁判の成果の一部にタダ乗りしただけであったと
ADRを厳しく評価する＊ヘサンフランシスコ空港訴訟の原告住民がロサンゼ
ルス空港訴訟の裁判の成果の一部にタダ乗りしたものでなかったのは，少額裁
判所の法廷内外を舞台にした 原告住民の前述のような積極的な活動を見れば
明らかであるが，通常民事訴訟とADRのいわば中間に位置する少額裁判手続
が，いかなる紛争類型において，いかなる条件の下でその存在意義を主張でき
るかは今後の重要な検討課題であろう。
3 ）ところで，集団少額訴訟を評価する際には，その略式手続による被告側の
手続保障の観点も忘れてはならない。たとえば少額裁判第一審手続における弁
護士代理禁止と陪審制度の排除，被告に通常裁判所に移送を求める権利を与え
ない少額裁判手続応訴強制主義や 控訴審においても略式手続を貫徹するキャ
リフォーニア州少額裁判所手続と，日本の新民事訴訟法における少額訴訟手続
は手続保障の点で大きく異なる＊ヘしかし，弁護士代理を許容する日本法では，
手続保障を強化する反面 当事者の武器平等や一般市民がイニシアチブをとっ
て裁判を行うことに対する障害になりかねない。また 被告の申述による通常
手続への移行制度（日本新民事訴訟法373条 l項本文・ 2項。なお，同 4項）
は，少額裁判所の利用度を低減させるおそれがある。少額訴訟の理念を生かし
*31 久保井一匡「弁護士と裁判外紛争処理」棚瀬孝雄編著『紛争処理と合意』（ミネルヴア
書房， 1996年） 240頁以下。
*32 当然ながら，このようなキャリフォーニア州少額裁判手続に対して，手続保障の観点
からの批判は，学説のみならず，被告当事者からも多く主張されている。本論文で扱った
複雑な事件を非公式の手続で簡易に裁判することに対する被告側の異議のみならず，たと
えば違法逮捕に対する少額裁判の被告は 裁判を行うコミッショナーや臨時裁判官が事件
に適用されるべき法律を知悉していないとの不満を公言する。 KeithDonoghue, supra 
note 23, at 2. 但し，臨時裁判官が少額裁判の裁判官になることについては当事者の同
意を要するとの手続保障上の規定がある（CAL.Crv. PROC. CODE § 116.240.）。
*33 川嶋・前掲（注4)98頁以下も少額訴訟手続自体の手続的正当性の探求の必要を主張す
る。なお，後掲・注37も参照。
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ながら少額訴訟制度における新たな手続保障を考えることが必要となろう＊へ
なお，金銭的に少額な事件であっても，証拠や法律的な問題点の複雑性・困難
性から少額訴訟手続にふさわしいかどうかという争点は，具体的ケースにおい
て，手続保障の観点と少額裁判の理念との調和を求めつつ慎重に検討すべきで
あろう叫4
4 ）あるいは，少額裁判所であれ通常裁判所であれ，そもそも裁判を政策決定
に影響を及ぼすフォーラムとし コミュニティーの結束力を強化する場とみな
すことに対して批判することもできょう＊350 しかし 法廷を政治の場とするこ
とについて，にわかには同意しえないにしても，弁論を活性化し，対論の場と
して法廷を重視することについては通常訴訟においても近時強調されていると
*34 このことは新民事訴訟法373条3項4号の裁判所による通常訴訟への移行手続の適否の
判断において問題となろう。この点で，合衆国でも，たとえば反トラスト法や，証券取引
法などに関わる事件は，複雑な事実問題を含んで、いる点で不適切で、あると主張されている。
Barbara Yngvesson & Patricia Hennessy, Smαl Claims, Complex Disputes: A 
Review of the Smαl Claims Literαture, 9 LAW & Soc’Y REV. 219, 258-59 (1975) 
*35 訴訟の政策形成機能については，田中・前掲（注5)190頁以下で詳細に検討されてい
る。田中成明教授は，何が問題かを公にして世論や社会の注意を喚起し，その当否の判断
や改善策の検討に必要な’情報を公開し 争点を明確にするためのひとつのフォーラムを提
供するという，裁判所のフォーラム機能を通じて立法・行政レベルの政策形成過程に間接
的インパクトを及ぼしてゆくことは，裁判手続のメリットや裁判所の能力限界などからみ
て，裁判所があまりリスクを伴わずに行いうる役割であろうと評価される。
*36 この点につき，井上正三（他）編『対話型審理一「人間の顔」の見える民事裁判－.I
（信山杜， 1996年）所収の諸論文及び審理充実・活性化の実践としてのNコート（大阪
地方裁判所（現東京高等裁判所）西口元判事の審理充実の試み）の紹介が有益である。
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ころである＊鉛。まして，簡易・迅速・廉価に紛争を解決すると同時に，紛争当
事者が直接，裁判に参加することもまた少額裁判所の理念である＊37とするなら
ば，法律上の訓練を経ていない一般市民が，自由な雰囲気の中で，自らの言い
分を主張し合うこと自体の意義を強調すべきであろう＊380 法廷がコミュニティー
の結束の場になることを警戒するあまり，少額裁判所の法廷で当事者が主体的
に弁論し，事実を陳述するのを退けることは角を矯めて牛を殺すことになりか
ねない。
いずれにせよ，訴訟爆発と弁護士の急増に直面するアメリカ社会における集
団少額訴訟という少額裁判所の新たな展開と諸課題は，訴訟社会というにはほ
ど遠く，また，新法施行前の現在，利用形態も利用数も全く未知数の我が国の
新民事訴訟法の少額訴訟手続，そして改革が進められている簡易裁判所手続に
においても避けて通ることのできない課題であり，今後も検討を進めていきた
い（1997年12月8日脱稿）。
*37 小島教授は「少額裁判は実のところ新たな手続保障の造形であり，裁判官と当事者本
人との緊密なコミュニケーションとしての生き生きとした討論は新たな手続保障モデルと
して位置づけられてよいのではないか」と主張する。小島・前掲（注4）「少額請求訴訟の
本人処理」 510頁参照。
*38 サンフランシスコ空港訴訟の原告住民の場合と同様に，違法逮捕に対して少額裁判所
を利用した原告らも，自ら法廷に立ち，逮捕拘禁した警察官のそばで自らの言い分を主張
することができた点に裁判の意義を見いだ、している。 KeithDonoghue, suprαnote 23, 
at 1. 
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